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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

第３四半期連結
累計期間

第70期
第３四半期連結
累計期間

第69期

会計期間

自平成26年
　12月１日
至平成27年
　８月31日

自平成27年
　12月１日
至平成28年
　８月31日

自平成26年
　12月１日
至平成27年
　11月30日

売上高 （千円） 38,123,984 34,751,531 51,593,405

経常利益 （千円） 1,877,670 1,117,824 2,643,941

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,146,479 698,630 1,729,861

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,789,010 308,397 2,147,818

純資産額 （千円） 18,580,722 18,927,311 18,946,336

総資産額 （千円） 37,239,363 37,434,931 38,809,523

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 129.24 79.43 195.40

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 47.99 49.01 47.14

 

回次
第69期

第３四半期連結
会計期間

第70期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成27年
　６月１日
至平成27年
　８月31日

自平成28年
　６月１日
至平成28年
　８月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 28.62 14.39

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 　 　 ２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 　　　 ３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 　　　 ４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

 　　　 ５．第70期第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株

式数の算定に当たり、その計算において控除する自己株式に、役員株式給付信託が所有する当社株式を含めて

おります。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社16社で構成されており、産業機械、建設機械の販売

を主な事業内容としております。

　当第３四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次

のとおりであります。

（１）産業機械部門

　平成28年４月１日付で、CNC高圧洗浄機等の製造・販売を行う株式会社管製作所の株式を取得し子会社化いた

しました。

　これに伴い、当社の関係会社は、子会社が１社増加しております。

 

（２）建設機械部門

　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

 

（３）その他の事業

　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、雇用情勢の回復や底堅い個人消費を背景に緩やかな回復基調が続

きました。しかし一方で、年初来の円高や原油安の一服などが重石となり、大企業の製造業の収益は低下傾向で

推移いたしました。

海外では、アメリカ経済は景気回復が続いている一方で、英国のEU離脱問題の影響や、中国経済の成長鈍化、

アジア新興国経済の景気減速等、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような状況の中で、当社グループは、「日米中亜４極体制　実を結べ!!　70周年」を今年度のテーマに、

中期経営計画の各種施策に取り組んでおります。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、第４四半期に売上転化案件が集中していることもあり、

34,751百万円（前年同期比8.8％減）と苦戦いたしました。営業利益は1,158百万円（同29.7％減）となりまし

た。経常利益は円高の影響により為替差損が発生（前期は為替差益）したことにより、1,117百万円（同40.5％

減）と落ち込みました。親会社株主に帰属する四半期純利益は698百万円（同39.1％減）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（産業機械）

産業機械部門では、国内は自動車業界向けに工作機械や鍛圧機械の販売が伸長いたしました。海外では引き続

き世界経済を巡る不透明感の影響により全体的に低調に推移いたしました。米州は射出成形機やロボットの販売

が堅調に推移しましたが、工作機械の販売は前年同期に比べ苦戦いたしました。中国およびアジア地域は、依然

として景気減速の影響が大きく、企業の設備需要が減少する厳しい環境の中、自動車業界を中心として販売が伸

び悩みました。

この結果、当部門の売上高は28,651百万円（前年同期比9.8％減）、営業利益は1,560百万円（同21.0％減）と

なりました。

 

（建設機械）

建設機械部門では、国内では公共投資は横ばいで推移しており、また民間の建設投資や、震災復興・防災等の

事業にも一服感が見られました。

このような状況の中、レンタル業、土木・建築業を中心に建設用クレーンの販売が伸長した一方で、中古機械

の販売が伸び悩みました。

この結果、当部門の売上高は6,025百万円（前年同期比4.5％減）、営業利益は250百万円（同8.6％減）となり

ました。

 

（その他）

当セグメントは、保険部門の業績を示しております。

当部門の売上高は74百万円（前年同期比68.6％増）、営業利益は９百万円（同63.2％減）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

　該当事項はありません。
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(4）主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、以下のとおりです。

会社名

事業所名
所在地

セグメント

の名称
設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月
完成後の

増加能力総額

(千円)

既支払額

(千円)
着手 完了

㈱管製作所
山形県

天童市
産業機械

土地、建物

機械装置等
713,768 146,768

増資、親会

社借入金

平成28年

７月

平成29年

４月
（注）２

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．完成後の増加能力については、設備の内容が土地・建物であること、また機械装置等については製造の受

託により異なるため、合理的に算出することが困難なことから記載しておりません。

３．第２四半期連結累計期間と比べ、投資予定総額が46,500千円増加しております。

 

(5）生産、受注及び販売の実績

第２四半期連結累計期間において、受注残高は1,854,590千円（前年同期比83.0％増）と著しく増加いたしまし

た。これは、平成28年４月１日付で㈱管製作所の株式を取得し、当社の連結子会社にしたことによるものであり

ます。

当第３四半期連結累計期間においては、ソノルカエンジニアリング㈱、インダストリアル・ツール社の受注鈍

化により1,634,024千円（前年同期比14.8％増）となりました。

受注残高は、製造会社であるソノルカエンジニアリング㈱、インダストリアル・ツール社及び㈱管製作所の金

額であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,600,000

計 33,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年10月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 9,327,700 9,327,700
東京証券取引所

(市場第一部)

　単元株式数

　100株

計 9,327,700 9,327,700 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成28年６月１

日～平成28年８月31

日

- 9,327,700 - 1,414,415 - 1,248,878

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前基準日（平成28年５月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成28年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　426,800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,898,500 88,985 －

単元未満株式 普通株式　　　2,400 － －

発行済株式総数 9,327,700 － －

総株主の議決権 － 88,985 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員株式給付信託の信託財産として保有する当社株式

　　　　　110,000株（議決権の数1,100個）を含めております。

 

②【自己株式等】

平成28年８月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

マルカキカイ株式会社

大阪府茨木市五日市緑

町２番28号
426,800 － 426,800 4.58

計 － 426,800 － 426,800 4.58

　（注）役員株式給付信託の信託財産として保有する当社株式は、上記の自己保有株式には含めておりません。

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

産業機械副本部長

（大阪駐在）

中国担当

マルカ・上海董事長

取締役

産業機械副本部長

中国営業統括

マルカ・上海董事長

総経理

難波　経久 平成28年３月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年６月１日から平

成28年８月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年12月１日から平成28年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、近畿第一監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,944,333 10,518,879

受取手形及び売掛金 15,816,085 13,172,598

電子記録債権 1,331,984 1,337,601

有価証券 300,000 700,000

商品及び製品 2,420,386 2,337,118

仕掛品 99,345 256,666

原材料及び貯蔵品 1,769 42,131

繰延税金資産 262,562 274,250

その他 1,785,330 1,587,634

貸倒引当金 △34,474 △24,190

流動資産合計 31,927,323 30,202,691

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,451,381 1,564,614

減価償却累計額 △574,393 △712,464

建物及び構築物（純額） 876,988 852,150

機械装置及び運搬具 358,198 466,050

減価償却累計額 △294,448 △374,240

機械装置及び運搬具（純額） 63,750 91,809

工具、器具及び備品 318,317 333,267

減価償却累計額 △258,826 △273,619

工具、器具及び備品（純額） 59,490 59,648

貸与資産 2,557,825 2,500,519

減価償却累計額 △1,659,124 △1,617,075

貸与資産（純額） 898,701 883,444

リース資産 － 61,079

減価償却累計額 － △39,360

リース資産（純額） － 21,718

土地 2,852,142 3,048,016

建設仮勘定 9,876 118,137

有形固定資産合計 4,760,949 5,074,924

無形固定資産   

のれん 303,497 431,514

その他 72,859 66,703

無形固定資産合計 376,357 498,217

投資その他の資産   

投資有価証券 1,365,883 1,250,519

繰延税金資産 166,401 154,677

その他 268,514 319,081

貸倒引当金 △55,905 △65,180

投資その他の資産合計 1,744,893 1,659,098

固定資産合計 6,882,200 7,232,240

資産合計 38,809,523 37,434,931
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年８月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,237,202 9,201,177

電子記録債務 5,439,942 5,786,115

短期借入金 200,053 694,702

1年内返済予定の長期借入金 67,860 92,403

未払法人税等 421,363 65,362

その他 1,832,257 2,104,380

流動負債合計 19,198,680 17,944,141

固定負債   

長期借入金 101,791 89,412

繰延税金負債 124,516 74,303

役員退職慰労引当金 190,583 12,433

退職給付に係る負債 45,439 10,166

再評価に係る繰延税金負債 167,563 158,651

その他 34,612 218,511

固定負債合計 664,506 563,479

負債合計 19,863,186 18,507,620

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,414,415 1,414,415

資本剰余金 1,300,391 1,325,178

利益剰余金 15,336,982 15,726,127

自己株式 △661,837 △699,099

株主資本合計 17,389,952 17,766,622

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 249,147 168,882

繰延ヘッジ損益 3,446 16,677

土地再評価差額金 316,142 325,054

為替換算調整勘定 375,255 99,880

退職給付に係る調整累計額 △38,889 △28,631

その他の包括利益累計額合計 905,102 581,863

非支配株主持分 651,281 578,825

純資産合計 18,946,336 18,927,311

負債純資産合計 38,809,523 37,434,931
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年12月１日
　至　平成27年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年12月１日
　至　平成28年８月31日)

売上高 38,123,984 34,751,531

売上原価 32,463,923 29,585,914

売上総利益 5,660,060 5,165,616

割賦販売未実現利益戻入額 18,711 21,813

割賦販売未実現利益繰入額 19,293 13,598

差引売上総利益 5,659,478 5,173,830

販売費及び一般管理費 4,013,081 4,015,752

営業利益 1,646,397 1,158,078

営業外収益   

受取利息 35,698 37,023

受取配当金 13,093 13,599

固定資産売却益 43,121 51,812

為替差益 80,992 －

不動産賃貸料 72,589 67,025

雑収入 30,856 35,810

営業外収益合計 276,351 205,270

営業外費用   

支払利息 7,837 16,223

不動産賃貸費用 35,631 33,765

為替差損 － 194,731

雑損失 1,609 804

営業外費用合計 45,078 245,524

経常利益 1,877,670 1,117,824

特別利益   

固定資産売却益 4,015 670

投資有価証券売却益 60 －

特別利益合計 4,075 670

特別損失   

固定資産売却損 14 1,281

固定資産除却損 13 －

投資有価証券評価損 2,937 2,714

ゴルフ会員権評価損 － 636

特別損失合計 2,964 4,632

税金等調整前四半期純利益 1,878,780 1,113,862

法人税、住民税及び事業税 694,123 436,621

法人税等合計 694,123 436,621

四半期純利益 1,184,657 677,241

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
38,177 △21,389

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,146,479 698,630
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年12月１日
　至　平成27年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年12月１日
　至　平成28年８月31日)

四半期純利益 1,184,657 677,241

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △19,405 △75,810

繰延ヘッジ損益 － 13,231

土地再評価差額金 － 8,911

為替換算調整勘定 619,088 △325,434

退職給付に係る調整額 4,669 10,258

その他の包括利益合計 604,353 △368,843

四半期包括利益 1,789,010 308,397

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,681,387 380,205

非支配株主に係る四半期包括利益 107,622 △71,808
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

　第２四半期連結会計期間より、株式会社管製作所を株式取得により子会社化したため、連結の範囲に含め

ております。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。)等を第１四半期連結会計期間から適用し、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として

計上する方法に変更しております。また、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分へ

の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計

年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　これによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用）

　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成27年

３月26日）を第１四半期連結会計期間から適用し、本実務対応報告に定める経過的な取扱いに伴って、米国子会

社マルカ・アメリカが平成26年１月に改正されたFASB Accounting Standard CodificationのTopic 350「無形資

産－のれん及びその他」に基づき償却処理を選択したのれんについて、連結財務諸表におけるのれんの残存償却

期間に基づき償却しております。

　これによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　税金費用の計算については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

 

（追加情報）

（法人税率の変更等による影響）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法

人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用す

る法定実効税率は従来の32.34％から平成28年12月１日に開始する連結会計年度及び平成29年12月１日に開始する

連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については、30.86％に、平成30年12月１日に開始する連結会計年度以

降に解消が見込まれる一時差異については、30.62％に変更しております。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が5,239千円増加し、法人税

等が10,351千円、その他有価証券評価差額金が4,317千円、退職給付に係る調整累計額が795千円それぞれ増加し

ております。

　また、再評価に係る繰延税金負債は8,911千円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。
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（取締役及び監査役の退職慰労金制度の廃止）

　当社は役員退職慰労金制度を平成28年２月23日開催の定時株主総会（以下、「本総会」といいます。）終結時を

もって、取締役及び監査役の退職慰労金制度を廃止しました。

　これに伴い、本総会終結後も引き続き在任する取締役及び監査役については、本総会終結時までの在任期間に応

じた役員退職慰労金を打ち切り支給し、その支給時期を各取締役又は各監査役が当社の取締役又は監査役を退任し

た時とします。

　このため、第１四半期連結会計期間より、当社の「役員退職慰労引当金」残高を取崩し、打ち切り支給に伴う未

払額165,475千円を長期未払金として固定負債の「その他」に含めて表示しております。

 

（役員向け株式給付信託）

　当社は、平成28年１月13日付けにて、業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」といい、本制度に関して株式会

社りそな銀行と締結する信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」といいます。）の導入を決議し、平成28

年２月23日開催の第69回定時株主総会において取締役報酬として決議されました。この導入に伴い、平成28年５月

２日に本信託が当社株式110,000株を取得しております。

　本制度は、当社が信託に対して金銭を拠出し、当該信託が当該金銭を原資として当社株式を取得し、当該信託を

通じて当社の取締役に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、業績達成度等に応じて当社株式を給付す

る業績連動型の株式報酬制度であります。なお、当社の取締役が当社の株式の給付を受ける時期は、原則として取

締役の退任時となります。なお、当第３四半期連結会計期間末に本信託が所有する当社株式は、総額法の適用によ

り四半期連結貸借対照表の純資産の部に自己株式として計上しており、帳簿価額（付随費用の金額を除く。）は

162,250千円、株式数は110,000株であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１．保証債務残高

前連結会計年度
（平成27年11月30日）

当第３四半期連結会計期間
（平成28年８月31日）

取引先でリース利用者に対する保証

２件
34,458千円

取引先でリース利用者に対する保証

１件
24,324千円

 

２．受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年11月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年８月31日）

受取手形裏書譲渡高 934,756千円 746,777千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年12月１日
至 平成27年８月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年12月１日
至 平成28年８月31日）

減価償却費 153,765千円 187,567千円

のれんの償却額 33,207 41,998
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年12月１日　至　平成27年８月31日）

１．配当金支払額

 決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

 平成27年２月24日

 定時株主総会
普通株式 126,914千円  14円 平成26年11月30日 平成27年２月25日 利益剰余金

 平成27年７月３日

 取締役会
普通株式 131,979千円  15円 平成27年５月31日 平成27年８月４日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成27年１月13日開催の取締役会決議に基づき、自己株式266,700株の取得を行いました。この

結果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が449百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末にお

いて自己株式が661百万円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年12月１日　至　平成28年８月31日）

１．配当金支払額

 決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

 平成28年２月23日

 定時株主総会
普通株式 175,972千円 20円 平成27年11月30日 平成28年２月24日 利益剰余金

 平成28年７月５日

 取締役会（注）
普通株式 133,513千円 15円 平成28年５月31日 平成28年８月２日 利益剰余金

（注）平成28年７月５日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金

1,650千円が含まれております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年12月１日　至　平成27年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 産業機械 建設機械 計

売上高        

外部顧客への

売上高
31,771,386 6,308,505 38,079,891 44,092 38,123,984 － 38,123,984

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － － －

計 31,771,386 6,308,505 38,079,891 44,092 38,123,984 － 38,123,984

セグメント利益 1,976,037 274,245 2,250,283 25,600 2,275,884 △629,486 1,646,397

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険の代理店業を行っ

ております。

２．セグメント利益の調整額△629,486千円は、各セグメントに帰属していない当社の管理部門に係る

費用等であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年12月１日　至　平成28年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 産業機械 建設機械 計

売上高        

外部顧客への

売上高
28,651,199 6,025,977 34,677,176 74,354 34,751,531 － 34,751,531

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － － －

計 28,651,199 6,025,977 34,677,176 74,354 34,751,531 － 34,751,531

セグメント利益 1,560,205 250,758 1,810,963 9,412 1,820,376 △662,297 1,158,078

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険の代理店業等を

行っております。

２．セグメント利益の調整額△662,297千円は、各セグメントに帰属していない当社の管理部門に係る

費用等であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から「企業結合に関する会計基準」等を

適用し、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。この変更

に伴うセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年12月１日
至　平成27年８月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年12月１日
至　平成28年８月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 129円24銭 79円43銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
1,146,479 698,630

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
1,146,479 698,630

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,871 8,795

　(注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金

額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当第３四半期連結累計

期間110,000株であります。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成28年７月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・133,513千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・平成28年８月２日

 （注）平成28年５月31現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年10月11日

マルカキカイ株式会社

取締役会　御中

 

近畿第一監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 寺井　清明　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　宏範　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマルカキカイ株

式会社の平成27年12月１日から平成28年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年６月１日から

平成28年８月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年12月１日から平成28年８月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マルカキカイ株式会社及び連結子会社の平成28年８月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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